
道路・交通網の整備 

•幹線道路網の整備・充
実 

•生活道路の整備・充実 

•冬期間交通の確保 

•道路環境の保守 

•橋梁の長寿命化 

•地域交通の確保 

消防・防災体制の整備 

•総合的な防災体制の整
備 

•消防・救急搬送体制の
整備 

•地域防災の推進 

•国民保護体制の整備 

水道の整備 

•水道施設維持管理・設
備の充実 

•水道業務の運営 

•効率的な経営の推進 

下水道の整備 

•下水道施設維持管理・
設備の充実 

•下水道業務の運営 

•効率的な経営の推進 

情報ネットワークの整備 

•情報通信設備の整備・
運用 

•行政の情報化の推進 

•情報通信機器の活用 

廃棄物・し尿の適正処理 

•廃棄物等の適正処理 

•廃棄物等リサイクルの
推進 

•し尿の適正処理 

葬祭場・霊園の管理 

•葬祭場の運営 

•霊園の管理 

交通安全・防犯・ 
消費者問題への対策 

•交通安全対策の推進 

•交通安全指導・教育の
充実 

•防犯対策の推進 

•消費者の保護活動の
推進 

•消費生活情報の提供 

総合的な土地利用と 

市街地の整備 

•都市計画の推進 

•市街地の整備 

環境・景観の保全と創造 

•良好な環境の保全と創
造 

•河川環境の保全 

定住の基盤となる雇用
環境・雇用対策の充実 

•就業機会・場所の確保 

•労働者への支援 

この地で暮らすための
住宅環境の整備 

•公営住宅の整備 

•複合的な住宅対策の推
進 

移住を促す 

支援体制の整備 

•移住施策の推進 

事業計画 １ 
 

定住を促す住みよい環境のまちづくり 

施策及び目的別区分 



施策

(1)
幹線道路網
の整備・充
実

■ 国道・道道整備要望 ○ 主要道路の整備促進

■ 道路ストック総点検事業 ○ 町道新設改良事業

■ 歩道照明灯設置・改修 ○ 道路付属物点検事業

■ 洞爺湖温泉大通り線、遊歩道の整
備

○ 町道補修事業

(3)
冬期間交通
の確保

○ 除排雪事業

○ 道路橋梁保守事業

○ 道路維持車両の管理・更新

(5)
橋梁の長寿
命化

■ 橋梁長寿命化計画修繕事業 ○ 橋梁修繕

■ 地域公共交通の確保 ○ 電気自動車急速充電施設の運用

・コミュニティバス・タクシー
　の運行

○ 新たな交通体系の検討

・生活路線バスの維持

■ 買い物支援バスの運行

■ ＪＲ洞爺駅エレベーター設置要望

■ 防災意識の普及啓発 ○ 防災協定の締結

■ 地域防災計画等の見直し

■ 被災者支援システムの導入

■ 防災・施設設備の充実

・防災資機材の整備

・防災通信体制の整備・運用

・防災通信体制の多重化
　（衛星電話等の整備）

■ 消防車両の更新 ○ 消防通信体制の整備・運用

○ 西胆振消防組合事業（ハード整備を
除く）

(3)
地域防災の
推進

■ 自主防災組織設置事業

(4)
国民保護体
制の整備

○ 国民保護対策事業

■ 水道施設更新事業 ○ 水道施設維持管理（４施設）

■ 月浦浄水場ろ過膜更新事業

■ 水道老朽管布設替事業

■ 水道管移設事業

目的別区分 実施事業・取組（■主要事業、○主要事業以外の事業）

１－１
道路・交通
網の整備

(2)
生活道路の
整備・充実

(4)
道路環境の
保守

(6)
地域交通の
確保

消防・救急
搬送体制の
整備

１－３
水道の整備

(1)
水道施設維
持管理・設
備の充実

１－２
消防・防災
体制の整備

(1)
総合的な防
災体制の整
備

(2)

１ 定住を促す住みよい環境のまちづくり 

j051081
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施策 目的別区分 実施事業・取組（■主要事業、○主要事業以外の事業）

１ 定住を促す住みよい環境のまちづくり 

○ 水道監視システム運用事業

○ 水質検査業務

○ 水道台帳システム運用事業

○ 水道破損事故対応業務

○ 漏水調査・修理業務

○ 水道メーター検針業務

■ 簡易水道会計法適用事業 ○ 水道料金等賦課徴収事務

○ 水道利用加入金賦課徴収事務

○ 水道料金滞納整理事務

○ 上下水道事業運営審議会の設置

(1) ■ 下水道施設更新事業 ○ 下水道施設維持管理（２施設）

■ 下水道管移設事業 ○ 下水道公共枡設置事業

■ 合併浄化槽設置推進事業 ○ 下水道台帳システム運用事業

○ 水洗化向上対策事業

○ 水洗便所改造及び合併浄化槽設置資
金貸付

■ 下水道会計法適用事業 ○ 下水道使用料賦課徴収業務

○ 下水道受益者負担金賦課徴収業務

○ 下水道使用料滞納整理事務

○ 情報通信機器の整備

○ 情報通信機器の運用・更新

○ 西いぶり生活情報メール配信システ
ム（定住自立圏）の運用

■ 行政情報管理システムの更新 ○ 行政情報管理システムの運用

○ 情報セキュリティの強化

○ 社会保障・税番号制度の運用

○ ＳＮＳを使った情報発信

○ ホームページを活用した情報発信

○ 公営住宅部屋情報、空き家バンク情
報の提供

○ （図書情報のネットワーク化）

○ （タブレット教育等の充実）

１－３
水道の整備

(2)
水道業務の
運営

(3)
効率的な経
営の推進

効率的な経
営の推進

１－５
情報ネット
ワークの整
備

(1)
情報通信設
備の整備・
運用

１－４
下水道の整
備

下水道施設
維持管理・
設備の充実

(2)
下水道業務
の運営

(3)

(2)
行政の情報
化の推進

(3)
情報通信機
器の活用

j051081
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施策 目的別区分 実施事業・取組（■主要事業、○主要事業以外の事業）

１ 定住を促す住みよい環境のまちづくり 

■ 西いぶり広域連合廃棄物処理負担
金事業

○ 一般廃棄物収集運搬事業

■ 不法投棄対策事業 ○ 指定ごみ袋販売委託事業

○ 廃棄物減量等推進審議会の設置

■ 生ごみ堆肥化施設運営事業（花美
館）

○ 資源ごみ分別収集事業

○ 資源ごみ集団回収助成事業

○ 古紙回収事業者交付金事業

(3)
し尿の適正
処理

○ 伊達市し尿等処理業務委託事業

(1)
葬祭場の運
営

■ 火葬場施設更新事業 ○ 火葬場運営事業

○ 霊園管理運営事業

○ 合同墓の検討

■ 交通安全町民運動の推進 ○ 交通傷害保険加入事業

■ 交通安全啓発事業

■ 交通安全施設の整備

(2)
交通安全指
導・教育の
充実

○ 交通安全指導員等の活動支援

○ 防犯灯設置補助事業

○ 防犯活動の支援

○ 暴力追放の推進

○ 防犯教育の推進

(4)
消費者の保
護活動の推
進

○ 消費生活相談事業

○ 消費生活情報の提供

○ 消費者啓発パネル展の開催

○ 都市計画審議会の設置

○ 都市計画マスタープランの見直し

○ 都市計画の適正執行

○ 準都市計画の適正執行

○ 公共施設等総合管理計画の推進

○ 公共施設の適正配置

廃棄物等リ
サイクルの
推進

１－８
交通安全・
防犯・消費
者問題への
対策

(1)
交通安全対
策の推進

(3)
防犯対策の
推進

(5)
消費生活情
報の提供

１－７
葬祭場・霊
園の管理 (2) 霊園の管理

１－６
廃棄物・し
尿の適正処
理

(1)
廃棄物等の
適正処理

(2)

１－９
総合的な土
地利用と市
街地の整備

(1)
都市計画の
推進

j051081
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施策 目的別区分 実施事業・取組（■主要事業、○主要事業以外の事業）

１ 定住を促す住みよい環境のまちづくり 

■ 洞爺高校メモリアル公園整備 ○ 都市公園等維持管理事業

■ 旧洞青寮の活用検討・再整備 ○ 公園内公衆トイレ管理事業

○ 都市公園長寿命化対策事業

○ 遊休施設の有効活用

○ 国・道への整備要望

○ 施設の集約化に向けた検討（小さな
拠点）

○ 環境調査測定事業

○ 環境審議会の設置

○ 空家等対策計画の策定と推進

○ 公害対策審議会の設置

○ 環境教室の開催（地球温暖化防止対
策）

○ 公害監視体制の維持

○ 害虫等駆除事業

○ 花いっぱい運動の推進

○ 町内一斉清掃の実施

○ 植樹活動の推進

○ 河川管理事業

○ 河川等水質検査業務

○ 河川改修・浚渫事業

○ 頭首工及び魚道等の管理

○ 冬期就労対策事業

○ UIJターン適職フェア推進事業（定住
自立圏）

○ 地域協議会活動の推進

○ 勤労者貸付金事業

○ 連合北海道洞爺湖支部補助事業

○ 町内求人情報の提供

１－９
総合的な土
地利用と市
街地の整備

(2)
市街地の整
備

１－１１
定住の基盤
となる雇用
環境・雇用
対策の充実

(1)
就業機会・
場所の確保

(2)
労働者への
支援

１－１０
環境・景観
の保全と創
造

(1)
良好な環境
の保全と創
出

(2)
河川環境の
保全

j051081
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施策 目的別区分 実施事業・取組（■主要事業、○主要事業以外の事業）

１ 定住を促す住みよい環境のまちづくり 

○ 町営住宅管理事業

○ 町営住宅長寿命化計画改修事業

■ 定住促進住宅管理事業

■ 定住促進住宅整備事業

■ （住宅リフォーム支援事業）

■ ちょっと暮らし事業 ○ 地域住民との交流促進

■ チャレンジショップ支援事業

■ 空き家バンク

■ 移住促進ＰＲ事業

■ 移住ガイドブックの作製

■ ワンストップ窓口による相談・支
援

■ 地域おこし協力隊事業

(2)
複合的な住
宅対策の推
進

１－１３
移住を促す
支援体制の
整備

(1)
移住施策の
推進

１－１２
この地で暮
らすための
住宅環境の
整備

(1)
公営住宅の
整備

≪各主要事業の事業費≫ 

 Ｈ２９～Ｈ３３ 

 各年度の事業予定額を記載 

j051081
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 国道・道道整備要望
目的別区分 1-1 (1)幹線道路網の整備・充実 担　当　課 建設課

（　事業概要・目的　）

　国道及び道道は町民生活の利便性の向上を図るうえで最も重要な路線であり、防災上等の観点からも欠かすことのできないも
のであることから、主要道路の整備促進について、国及び北海道に対し要望を行う。

（図・写真）

事業内容

　○国、北海道に対する国道、道道の整備要望活動の実施

　　・国道２３０号（香川・大原地区）の整備

整備要望
道路の現状

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

　　・国道３７号の整備

　　・３・４・９インター通区間延長　（町道虻田ビワオク線及び

　　　板谷川大通り線の道道昇格）と整備

　　・道道洞爺虻田線（とうや湖ぐるっと一周線西廻り線）の整備促進

　　・道道豊浦洞爺線洞爺市街歩道整備　ほか

関連計画

平成33年度

事業費 0 0 0 0 0 0

事業費（千円） 5ヶ年合計

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

一般財源 0

（図・写真）

（　事業概要・目的　）

　平成24年12月に中央自動車道笹子トンネル内の天井板落下事故が発生し、全国的に社会インフラの総点検を速やかに実施する
ことが求められていることから、洞爺湖町管内に設置されているポール方式及び添架方式の道路照明灯について詳細点検を実施
し潜在的な危険を把握して、適切な維持管理や更新・修繕事業を行う。

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 道路インフラの総点検及び修繕
目的別区分 1-1 (2)生活道路の整備・充実 担　当　課 建設課・環境課

事業内容

　○道路ストック総点検　（道路付属物、照明灯、標識点検）

　　（H29～31）

　○国道３７号歩道灯改修（H29）

現在の照明灯

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 23,900 21,900 1,000 1,000 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 5,330 4,030 650 650

町債 14,900 14,900

道交付(補助)金 0

その他 0

2,970 350 350一般財源 3,670

j051081
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一般財源 0

その他 0

道交付(補助)金 0財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

平成32年度 平成33年度

事業費 0 0 0 0 0 0

洞爺湖温泉大通り線

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（　事業概要・目的　）

　洞爺湖温泉街の中心部を走る道道洞爺湖登別線が開通したことで、車両の流れと交通量が大きく変わっている。これまで大型
車両が通行していたことによる湖畔沿いの洞爺湖温泉大通り線の舗装状態の悪化や、交通量の変化に伴う今後の道路の活用検討
の必要性に加えて、キャリーバッグを引いて移動する観光客の増などから、遊歩道と合わせた快適な道路・歩道の整備を行う。

（図・写真）

事業内容

　○町道洞爺湖温泉大通り線の整備（事業費未定）

　○湖畔遊歩道の改修（事業費未定）

　○歩道の改修（事業費未定）

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 洞爺湖温泉大通り線、遊歩道の整備
目的別区分 1-1 (2)生活道路の整備・充実 担　当　課 建設課

15,084一般財源 69,398 14,710 11,924 7,773 19,907

その他

31,932 24,196

道交付(補助)金財
源
内
訳

国交付(補助)金 112,031 24,310 19,126 12,467

町債

平成32年度 平成33年度

事業費 181,429 39,020 31,050 20,240 51,839 39,280

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（　事業概要・目的　）

　洞爺湖町が管理する橋梁は、平成29年4月1日現在で83橋あり、このうち建設後50年以上を経過した橋梁は約8％みられ、20年後
には約63％まで増加する。今後急速に増大する老朽化橋梁を計画的・効率的に保全するため、平成26年3月に策定した洞爺湖町橋
梁長寿命化計画に基づき、平成26年7月施行の定期点検（近接目視点検）を行う。

（図・写真）

事業内容

　○橋梁修繕工事の実施（１３橋）（H29～H36）

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 橋梁長寿命化計画修繕事業
目的別区分 1-1 (5)橋梁の長寿命化 担　当　課 建設課
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 地域公共交通の確保
目的別区分 1-4　(6)地域公共交通の確保 担　当　課 企画防災課

（　事業概要・目的　）

　輸送人員の減少などからバス路線の維持が困難となっているが、人口減少や少子高齢化等により、地域住民の生活の足となる
交通手段の必要性が高まっていることから、必要な交通手段と利便性を確保する。

（図・写真）

事業内容

　○町単独路線における交通事業者への運行経費の支援

　○地域公共交通の確保

　　・生活交通ネットワーク計画に基づく地域公共交通の確保

　○買い物支援バスの運行

　○ＪＲ洞爺駅エレベーター設置要望の実施

湖畔沿線を運行する生活維持路線バス

関連計画 洞爺湖町地域公共交通ネットワーク計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 127,393 26,241 26,388 26,388 24,188 24,188

財
源
内
訳

国交付(補助)金 2,295 459 459 459

町債 0

459 459

道交付(補助)金 0

その他 6,450 2,010 2,210 2,210 10 10

一般財源 118,648 23,772 23,719 23,719 23,719 23,719

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 地域防災力の強化
目的別区分 1-2　(1)総合的な防災体制の整備 担　当　課 企画防災課

（　事業概要・目的　）

　災害時の場合自分の命は自分で守る「自助」と地域において協力し合う「共助」を基本に、様々な災害を想定し防災訓練や関
係講演会等を開催することで防災意識の向上を図る。

（図・写真）

事業内容

　○防災訓練の実施

　○防災講演会の開催

　○自主防災組織の確立

　○地域防災計画等の見直し

　○防災意識の普及啓発（避難マップ、防災普及回覧板等の配布）

　○人材育成

防災訓練・防災講演・海抜表示

関連計画 洞爺湖町地域防災計画・災害時要援護者避難支援計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 5,729 2,645 771 771 771 771

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

2,645 771 771 771 771一般財源 5,729
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 被災者支援システムの導入
目的別区分 1-2　(1)総合的な防災体制の整備 担　当　課 企画防災課

（　事業概要・目的　）

　災害時における被災者支援を総合的かつ効率的に実施するために被災者支援システムを導入し、被災者の被害状況や支援状
況、要支援者情報などを一元的に管理することによる申請手続きの軽減や支援漏れを防ぐ。

（図・写真）

事業内容

　○被災者支援システムの導入（H29）

　○被災者支援システムの運用

被災者支援システムの機能例

関連計画 洞爺湖町地域防災計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 5,064 4,200 216 216 216 216

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 4,200 4,200

道交付(補助)金 0

その他 0

216 216 216 216

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 防災施設・設備の充実
目的別区分 1-2　(1)総合的な防災体制の整備 担　当　課 企画防災課

一般財源 864

（　事業概要・目的　）

　災害時における情報の収集及び伝達並びに災害応急対策に必要な指揮命令の伝達等を迅速に行うことにより減災を図る。

（図・写真）

事業内容

　○防災資器材の整備

　○防災通信体制の整備

　　・防災行政無線（移動系）のデジタル化（H31～32）

　　・J-ALERT機器の更新（H30）

　○防災通信体制の運用（防災行政無線（同報系）設備保守点検業務）

　○防災通信体制の多重化（衛星電話、防災メールの整備・運用）

防災行政無線（洞爺駅前）

関連計画 洞爺湖町地域防災計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 143,848 3,634 5,955 6,753 123,753 3,753

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 124,500 1,500

道交付(補助)金 0

その他 0

3,634 4,455 3,753 3,753

3,000 120,000

3,753一般財源 19,348
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　○特殊消防車両整備（連絡車）（H29、32）

　○特殊消防車両整備（救助工作車）（H29）

0

一般財源 0

その他 0

20,000

事業内容

　○三豊配水池新築整備（H31～32）

三豊配水池の現況

関連計画

目的別区分 1-3　(1)水道施設維持維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

（　事業概要・目的　）

（図・写真）

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 水道施設の更新

町債 315,000 295,000

道交付(補助)金 0

国交付(補助)金

平成32年度事業費（千円） 平成33年度

315,000 0 0 20,000 295,000

財
源
内
訳

　老朽化した水道施設を撤去し新築することで、本町地区の水源施設の安全と安心を確保する。

5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度

0事業費

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 消防車両の更新（西胆振消防）
目的別区分 1-2　(2)消防・救急搬送体制の整備 担　当　課 企画防災課

（　事業概要・目的　）

　緊急時における住民の生活を守るために必要な洞爺湖支署内備品設備等を維持する。

（図・写真）

事業内容

　○消防ポンプ自動車整備（H29、31、33）

洞爺湖支署内備品を用いての人命救助訓練の様子

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 159,536 72,436 0 50,000 5,100 32,000

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 149,400 67,400

道交付(補助)金 0

5,100

50,000 32,000

その他 0

一般財源 10,136 5,036
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その他 228,000 65,000 85,000 78,000

町債 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

道交付(補助)金 0

平成33年度

事業費 243,000 78,840 85,320 78,840 0 0

ろ過膜ユニット

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

事業内容

　○月浦浄水場ろ過膜の更新（H29～31）

（図・写真）

（　事業概要・目的　）

　安全で安心な水道水を安定的に供給するため、月浦浄水場の膜ろ過装置３系列の交換を行う。

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 月浦浄水場ろ過膜更新事業
目的別区分 1-3　(1)水道施設維持維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

一般財源 15,000 13,840 320 840

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 水道老朽管布設替事業
目的別区分 1-3　(1)水道施設維持維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

（　事業概要・目的　）

　老朽化した水道管を更新することにより、漏水事故等を未然に防止し、水道水の安定供給を行う。

（図・写真）

事業内容

　○水道・簡易水道老朽管布設替工事

石綿セメント管漏水状況

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 126,100 22,100 26,000 26,000 26,000 26,000

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 126,100 22,100 26,000

道交付(補助)金 0

26,000

その他 0

26,000 26,000

一般財源 0
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　○水道、簡易水道管移設工事（事業費未定）

0

平成33年度

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 水道管移設事業
目的別区分 1-3　(1)水道施設維持維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

（　事業概要・目的　）

　道路工事等により支障となる送水管及び配水管を移設することで、道路改良工事の円滑施工が可能となるとともに、老朽管の
更新を促進する。

（図・写真）

事業内容

　○眺湖通水道管移設工事（H29）

0

移設工事の様子

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

町債 8,100 8,100

事業費 8,100 8,100 0 0

0財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

その他 0

道交付(補助)金

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 簡易水道事業会計法適用事業
目的別区分 1-3　(3)効率的な経営の推進 担　当　課 上下水道課

一般財源 0

（　事業概要・目的　）

　地方公営企業法の任意適用となっている簡易水道事業について、人口減少等による料金収入の減少や、施設・設備の老朽化に
伴う更新投資の増大などの経営環境をふまえ、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等のため公営企業会計の適用に取り組
む。

（図・写真）

事業内容

　○簡易水道事業会計法適用事業（H29）

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 314 314 0 0 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

314 314一般財源
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 下水道施設の更新
目的別区分 1-4　(1)下水道施設維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

平成32年度

（　事業概要・目的　）

　重要なライフライン施設である下水道施設の更新を計画的に実施することで、長寿命化及び更新費用の低減化を図るととも
に、安定的、効果的な運転管理及び維持管理を行う。

（図・写真）

事業内容

　○処理場長寿命化更新工事（H29～33）

　○下水道ＢＣＰ計画の策定（H31）

虻田下水終末処理場

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度

42,000

平成33年度

事業費 375,700 28,500 65,500 60,900 125,000 95,800

財
源
内
訳

国交付(補助)金 165,700 10,500 23,500 14,900

町債 210,000 18,000

63,000 53,800

道交付(補助)金 0

46,000 62,000 42,000

その他 0

　○事業計画変更図書の作成（H33）

　○管路長寿命化更新工事（H29～32）

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 下水道管移設事業

一般財源 0

目的別区分 1-4　(1)下水道施設維持管理・設備の充実 担　当　課 上下水道課

（　事業概要・目的　）

　道路工事等により支障となる下水道管を移設することで、道路改良工事の円滑施工が可能となるとともに、老朽管の更新を促
進する。

（図・写真）

事業内容

　○下水道管移設工事（事業費未定）

移設工事の様子

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

道交付(補助)金 0

町債 0

その他 0

一般財源 0
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 合併浄化槽設置推進事業
目的別区分 1-4　(2)下水道業務の運営 担　当　課 上下水道課

（　事業概要・目的　）

　公共下水道未整備区域における生活排水処理について、地域を単位として整備する合併浄化槽事業を推進する。

（図・写真）

事業内容

　○合併浄化槽設置助成

浄化槽イメージ図

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 7,900 2,100 1,450 1,450 1,450 1,450

財
源
内
訳

国交付(補助)金 1,437 381 264 264

町債 0

264 264

道交付(補助)金 0

その他 0

1,719 1,186 1,186 1,186 1,186

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 下水道会計法適用事業
目的別区分 1-4　(3)効率的な経営の推進 担　当　課 上下水道課

一般財源 6,463

（　事業概要・目的　）

　地方公営企業法の任意適用となっている公共下水道事業について、人口減少等による料金収入の減少や、施設・設備の老朽化
に伴う更新投資の増大などの経営環境をふまえ、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等のため公営企業会計の適用に取り
組む。

（図・写真）

事業内容

　○下水道会計法適化支援事業（H29）

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 3,254 3,254 0 0 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

一般財源 3,254 3,254
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 行政情報管理システムの更新
目的別区分 1-5　(2)行政の情報化の推進 担　当　課 総務課

（　事業概要・目的　）

　マイナンバー制度や自治体クラウドといった、行政サービスにおけるＩＣＴの活用が進められる一方、個人情報保護や不正ア
クセス防止など、セキュリティ対策も行政情報の管理においては重要である。行政情報の保護や安定した行政サービスの提供、
行政事務の効率化を進めるため、適切なシステムの運用と計画的な更新を行う。

（図・写真）

事業内容

　○行政情報管理システムの更新（事業費未定）

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 西いぶり広域連合廃棄物処理負担金事業
目的別区分 1-6　(1)廃棄物等の適正処理 担　当　課 環境課

一般財源 0

（　事業概要・目的　）

　西いぶり広域連合の構成市町の一員として、①ごみ処理施設及び粗大ごみ処理　② 最終処分場　③ 都市公園（広域連合が所管
するものに限る。）　④ リサイクルプラザの４項目の施設についての設置、管理及び運営に関する事務を行い、地域の廃棄物等
の適正処理を行う。

（図・写真）

事業内容

　○西いぶり広域連合廃棄物処理負担金（既存施設）（H29～33）

西いぶり広域連合ごみ処理施設（メルトタワー21）

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 486,781 130,767 94,607 86,910 83,093 91,404

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

486,781 130,767 94,607 86,910 83,093 91,404

　○西いぶり広域連合廃棄物処理負担金（更新分）（事業費未定）

一般財源
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53

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 不法投棄対策事業
目的別区分 1-6　(1)廃棄物等の適正処理 担　当　課 環境課

（　事業概要・目的　）

　定住自立圏構想における取組みの一環として、廃棄物の不法投棄やポイ捨ての根絶、ごみゼロを目指すため「不法投棄防止看
板」を作成し、巡回パトロール等を実施する。

（図・写真）

事業内容

　○不法投棄防止啓発

　○不法投棄廃棄物の処理

不法投棄防止啓発看板

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 265 53 53 53 53

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

53 53 53 53 53

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 生ごみたい肥化施設運営事業
目的別区分 1-6　(2)廃棄物等リサイクルの推進 担　当　課 環境課

一般財源 265

（　事業概要・目的　）

　３Ｒ運動（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生使用）の一環として、町内から出る生ごみを堆肥化
し、住民還元することにより、ごみの減量化を図る。

（図・写真）

事業内容

　○花美館運営事業

　○花美館施設更新

花美館施設内部

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 97,025 18,605 19,605 19,605 19,605 19,605

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

18,605 19,605 19,605 19,605 19,605一般財源 97,025
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 火葬場施設更新事業
目的別区分 1-7　(1)葬祭場の運営 担　当　課 住民課

（　事業概要・目的　）

　施設の老朽化に加え、体格の大型化に伴う火葬炉の大型化、来場者の高齢化等によるバリアフリー化、施設自体の耐震化など
が必要となっていることから、施設の改修・更新を行う。

（図・写真）

事業内容

　○火葬場施設・設備の更新

　○広域連携による火葬場整備（事業費未定）

虻田火葬場

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 4,460 530 800 2,500 100 530

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

530 800 2,500 100 530

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 交通安全運動の推進
目的別区分 1-8　(1)交通安全対策の推進 担　当　課 住民課

一般財源 4,460

（　事業概要・目的　）

　交通安全町民運動推進委員会と協力し、交通安全意識の向上を図る。

（図・写真）

事業内容

　○交通安全町民運動の推進

　○交通安全啓発事業（交通安全旗の整備、啓発看板等）

旗の波運動の様子

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 3,971 625 1,048 625 1,048 625

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

625 1,048 625 1,048 625一般財源 3,971
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 交通安全施設の整備
目的別区分 1-8　(1)交通安全対策の推進 担　当　課 住民課

（　事業概要・目的　）

　交通事故の防止と安全な交通環境とするため、関係機関等と協議し、交通量の変化や道路線形等をふまえた交通安全施設の整
備に努める。

（図・写真）

事業内容

　○交通安全施設の整備（カーブミラーの設置）

　○交通安全施設の整備要望（信号機等）

整備工事中の信号機

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 840 168 168 168 168 168

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

168 168 168 168 168

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 洞爺市街地の整備
目的別区分 1-9　(2)市街地の整備 担　当　課 庶務課

一般財源 840

（　事業概要・目的　）

　洞爺市街地に、子どもたちの遊ぶ声がきこえ地域住民も気軽に楽しむことができる施設を複合的に整備するとともに、旧洞青
寮も含めた既存施設の有効活用と周辺施設と一体となった相互利用を図ることで、賑わいと地域住民の憩いの場をつくる。

（図・写真）

事業内容

　○洞爺高校メモリアル公園の整備（H29～30）

　○旧洞青寮の活用検討・再整備（事業費未定）

今後の活用が検討されている旧洞青寮

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 67,646 6,826 60,820 0 0 0

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 66,900 6,400 60,500

道交付(補助)金 0

その他 0

426 320一般財源 746
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 定住促進住宅の整備・管理
目的別区分 1-12　(2)複合的な住宅施策の推進 担　当　課 庶務課

（　事業概要・目的　）

　住宅環境を整備することで、町内の職場に勤務する若者等の町内への定住を促進し、地域活性化を図る。

（図・写真）

事業内容

　○定住促進住宅の管理

　○定住促進住宅の整備（H28完成）

洞爺地区に整備した定住促進住宅（レジデンス洞爺）

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 330 50 70 70 70 70

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 330 50 70 70 70 70

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 移住促進事業
目的別区分 1-13　(1)移住施策の推進 担　当　課 産業振興課

一般財源 0

（　事業概要・目的　）

　空き家バンクでの情報提供やちょっと暮らし事業による移住体験の実施などの移住希望者に向けた取組のほか、空き家対策及
び定住対策として効果を上げているチャレンジショップ支援事業により、移住促進を図る。

（図・写真）

事業内容

　○ちょっと暮らし事業

　○チャレンジショップ支援事業

香川地区の移住体験住宅

関連計画

事業費（千円） 5ヶ年合計 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

事業費 18,005 4,578 3,482 3,315 3,315 3,315

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 1,452 252 300 300 300 300

16,553 4,326 3,182 3,015 3,015 3,015

　○空き家バンク

一般財源
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１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 移住サポート事業
目的別区分 1-13　(1)移住施策の推進 担　当　課 産業振興課

（　事業概要・目的　）

　移住定住に関するパンフレットやホームページでのＰＲを行い、移住相談につなげる。また、フェア等の参加により周知を図る。

（図・写真）

事業内容

　○移住促進ＰＲ事業

　○移住ガイドブック・パンフレットの作成

　○ワンストップ窓口による相談・支援

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

移住ガイドブック

関連計画

平成33年度

事業費 695 139 139 139 139 139

事業費（千円） 5ヶ年合計

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

139 139 139 139 139

１　定住を促す住みよい環境のまちづくり

事　業　名 地域おこし協力隊事業
目的別区分 1-13　(1)移住施策の推進 担　当　課 産業振興課

一般財源 695

（　事業概要・目的　）

　人口減少及び高齢化が著しい当町において、町嘱託職員として都市地域から人材を採用し、地域支援活動を行う。任期は最長3
年間で、任期終了後は町内での起業・就業へとつなげる。

（図・写真）

事業内容

　○地域おこし協力隊の配置

　○地域おこし協力隊独自事業

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

地域おこし協力隊のメンバー

関連計画

平成33年度

事業費 94,232 15,040 19,258 19,978 19,978 19,978

事業費（千円） 5ヶ年合計

財
源
内
訳

国交付(補助)金 0

町債 0

道交付(補助)金 0

その他 0

19,978一般財源 94,232 15,040 19,258 19,978 19,978
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